別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費

	事業名: 県産品販路開拓推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部　地域産業課　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3098）

　　　　　　　　　　　E-mail： c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：761千円（前年度予算額：689千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県では、大手スーパーや都市部のインテリアショップ、海外主要都市における販売拠点等、さまざまな販売ルートとの連携を通じて、バイヤーやその先にいる消費者が求めるニーズを的確につかみ取り、それを県内メーカーと共有させることにより、販路拡大を推進している。その一環として、当該事業においては、都市部百貨店等との連携した販路拡大を実施する。

日本の「百貨店」の代名詞的存在であり、食の分野においても常にワンクラス上の生活提案を行う三越日本橋本店において、物産展「フードコレクション岐阜特集」が開催されるため、その出展者を決める三越日本橋本店の食品バイヤーによる商談会を実施する。三越日本橋本店のブランド力を活用し、県内事業者の販路拡大につなげていく。

また、三越以外にも都市部の集客力ある大手スーパーやインテリアショップ等において、加工食品等を中心とした物産展を開催し、都市部での県産品の販路拡大に取り組んでいく。

	２　所要経費


（1） 商談会の開催：　218千円

（2） フェア実施経費：290千円

（3） 事務経費：　　　253千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	689
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	689

	要求額
	761
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	761

	決定額
	761
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	761


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　全国から集めた洗練された商品を取り扱う都市部百貨店等との連携により、県内事業者との商談会および県産品フェアを実施することにより、県産品の新たな販売展開を実施します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	都市部百貨店における県産品フェアの開催
	0回
（H23）
	1回
（H24）
	（H  ）
	1回
（H24）
	5回
（H28）
	20.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 商談会の開催

平成24年7月2日(月)～7月3日(火)

日本橋三越本店からバイヤーを招聘し、岐阜市および高山市で商談会を行い、

日本橋三越本店で実施するフェア出展事業者を決定した。
（2） フェアの実施

平成24年9月5日(水)～9月11日（火）

日本橋三越本店で地下催事「フードコレクション岐阜特集」に県で初出展し、

15事業者が出展し、県産品を販売した。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
三越日本橋本店のバイヤーが来岐し、県内事業者との商談会を行うことにより、取引に必要な商品基準等のノウハウを習得することができた。

また、県産品フェアへの参加により、三越日本橋本店と県内事業者とのつながりができ、今後の取引の足掛かりとなった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	付加価値が高くブランド力のある地場産業製品を、都市部の百貨店で販売することにより、県産品業者の販路開拓を促進することができる。

また、顧客の多い都市部の有名百貨店でのＰＲは、県産品の知名度・ブランド力向上にもつながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成24年度フェア出展事業者は、日本橋三越本店との取引口座を開設し今後の取引の可能性を得ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	デパート催事場等における物産展開催経費と比べ、格段に安価な事業実施ができる。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成24年度が初出展であったが、首都圏における岐阜県産品の知名度がまだまだ低いことが判明した。また、地下食品売場における催事は、通常の百貨店物産展とはお客様の反応も異なるため、ＰＲ方法や商品選定について改善を行い、より効果的なフェアにしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
日本橋三越本店については、今後も継続出展することにより、岐阜県産品の知名度を高め、リピーターを獲得していく。

また、新規開拓により、地域食材等に関心を持つバイヤーを岐阜県に招へいして、県内事業者との商談会・県産品フェアを実施し、県産品の販路開拓を促進していく。


